
正社員就業規則 

 

第１章  総則 

 

第１条 （目的） 

1. この規則は、株式会社デジリハ（以下「会社」という。）に勤務する従業員の労働条件、

服務規律、その他の就業に関する事項を定めるものとする。この規則に定めのない事項

については、労働基準法その他の法令の定めるところによる。 

 

第２条 （従業員の定義） 

1. この規則で従業員とは、第２章で定める手続きにより会社に採用された者をいう。  

2. 従業員を次のように区分する。  

① 正社員…期間を定めずに常勤として採用された者をいう  

② パート・アルバイト社員…時給制により採用された者をいう  

③ 嘱託社員…定年退職した後、嘱託社員契約により再雇用された者をいう  

 

第３条 （適用の範囲）  

1. この規則は正社員に適用する。パート・アルバイト社員、嘱託社員について、特別の規則

を定めたときは、それを優先して適用する。 

  

第４条 （規則の遵守）  

1. 会社及び従業員は、この規則をよく守り、それぞれの責任において職場秩序を維持し、生

産性の向上に努め、協力して業務の運営にあたり、円滑な労使関係の確立と会社の発展

に努めなければならない。  

 

第２章 採用  

  

第５条 （採用）  

1. 会社は、入社を希望する者のうちから選考によって、従業員を採用する。但し、会社が認

めた者については採用試験を省略することがある  

 

第６条 （試用期間）  

1. 前条により採用した従業員は、原則として、採用の日から３カ月までを試用期間とする。



ただし、会社が必要と認めた場合は、試用期間を短縮し、または設けないことがある。  

2. 会社は、試用期間満了までに試用期間中の従業員の適性等を考慮した上で、通算 6 カ月間

まで試用期間を延長することができる。  

3. 試用中の者についても、この規則を準用する。  

4. 試用期間中に従業員として適正があると認めた場合は試用期間終了後、正社員として採用

するが、以下の各号に該当する場合には試用期間で解雇することがある。  

① 特定の職種、一定の能力を条件として採用された者で、その能力又は適格性にかける

ことが明らかなとき 

② 身体又は精神の障害により、勤務の継続に耐えられないと認められるとき 

③ 勤務態度、業務能率が不良で、就業に適さないと認められるとき 

④ 懲戒解雇事由に該当したとき  

5. 正社員として採用された場合、試用期間は勤続年数に通算する。 

  

第７条 （提出書類）  

1. 従業員は、入社に際し、次の書類を個別指定の期日内に提出しなければならない。ただ

し、会社が必要としないものは一部省略することができる。  

① 写真添付の履歴書（最近３カ月以内のもの／緊急時の連絡先を記載のこと）  

② 世帯家族届及び扶養控除申告書、扶養家族の個人番号に関する届出  

③ 個人番号（番号確認書類＋身元確認書類）  

④ 通勤方法及び通勤経路 

⑤ 年金手帳もしくは基礎年金番号通知書 

⑥ 前職者にあっては雇用保険被保険者証 

⑦ 入社年に他に給与所得のあった者については源泉徴収票 

⑧ 誓約書（ＮＤＡも含む）  

⑨ 健康診断結果（入社日前後３カ月以内の受診結果） 

⑩ その他資格証明書等、会社が指定する書類  

 

第８条 （届出義務）  

1. 従業員は次の各号の事項に変更が生じた場合は、速やかに書面にて所属長を経て会社に届

け出なければならない。  

① 住所  

② 通勤経路及び利用交通機関  

③ 扶養家族  

④ その他（在留資格、業務上利用する資格・免許など） 

 



第９条 （労働条件の明示）  

1. 会社は、従業員の採用に際して、採用時の賃金、労働時間、労働契約期間その他の労働条

件が明らかとなる書面及びこの規則により、労働条件を明示する。  

 

第３章 服務  

  

第１節 基本義務  

 

第１０条 （基本義務）  

1. 従業員は、服務にあたっては次の遵守しなければならない。 

① 会社の諸規則を誠実に守り、互いに協力して会社の秩序維持に努めること  

② 勤務時間を遵守し、正当な理由なく無断で遅刻・欠勤・早退しないこと 

③ お互いの人格を尊重し、礼儀や感謝の気持ちをもって業務に取り組むこと  

④ 公私をきちんと分けて業務に取り組むこと  

⑤ 他の従業員の望まない言動を行う等、職場環境を害する行為をしないこと  

⑥ 会社の名誉や信用を傷つける行為をつつしむこと  

⑦ 上長の指示に従い、職務を誠実に遂行すること  

⑧ 報告、連絡、相談など、仕事上のコミュニケーションを大切にすること  

⑨ 会社の設備、機器などを大切に使うこと、資材等の節約に努めること  

⑩ 職場の整理・整頓・清掃に努めること  

 

第１１条 （機密情報の取扱い）  

1. 従業員は、進行中のプロジェクト情報、取引先の営業情報、会社で保有する個人情報（個

人番号を含む）等の機密事項を他に漏らしてはならない。  

 

第１２条 （社外作業の制限）  

1. 事前に会社から許可を得た場合を除いて、原則として雇用契約書等で定められた場所以外

で作業を行ってはならない。 

  

第１３条 （セクハラ・パワハラの禁止）  

1. 性的言動により、他の従業員および取引先等に不利益や不快感を与えたり、就業環境を害

するようなことをしてはならない。又、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性

を背景にした、業務の適正な範囲を超える言動により、他の従業員および取引先等に精

神的・肉体的な苦痛を与えたり、就業環境を害するようなことをしてはならない。詳細



は「ハラスメント防止規程」により別に定める。 

 

第１４条 （兼業の制限）  

1. 従業員は、会社の許可なく他に雇用され、又は事業を行ってはならない。 

  

第１５条 （損害賠償）  

1. 従業員は、重大な過失を犯し会社に損害を与えた時は、情状により、賠償、その他、適当

な罰則を受けることがある。 

  

第２節 出勤  

 

第１６条 （出退勤）  

1. 従業員は、始業時間と同時に勤務できるよう自己の職場に入り、終業後は特別な用務がな

い限り、遅滞なく退社しなければならない。  

① 従業員は出退勤時刻を会社の指定する方法で自ら記録すること  

② 直行又は直帰の場合は上長に報告すること 

  

第１７条 （遅刻、早退、欠勤等）  

1. 従業員が遅刻、早退もしくは欠勤をし、または勤務時間中に私用外出する時は、事前に申

し出て許可を受けなければならない。ただし、事前に届け出る余裕のない緊急な場合

は、電話その他の方法で連絡し、事後速やかに届け出なければならない。  

2. 傷病のため欠勤（有休を含む）が引き続き５日以上に及ぶ時は、医師の診断書を提出しな

ければならない。  

3. 第１項の手続きが正当な理由なく行われない者については、無断欠勤として取り扱う。  

 

第１８条 （物品の持込み、持出し）  

1. 従業員が日常携帯以外の物品を会社に持込み、又は会社の設備（パソコン等）を会社外に

持ち出す場合は、会社の許可を受けなければならない。 

 

第４章 勤務   

 

第１節 労働時間・休日・休憩  

 



第１９条 （労働時間）  

1. 従業員の労働時間は、休憩を除き、原則として１日８時間（実働）とする。  

2. 基準となる始業時間及び終業時間は以下のとおりとする。  

始業＝１０時 終業＝１９時 休憩＝６０分  

ただし、業務の都合に応じて、始業時間を繰り上げまたは繰り下げできるものとする。 

始業時間が変更となった日については、連動して終業時間も変更する。  

3. 第１項に関わらず、会社は、勤務時間の短縮などの特例を認めることがある。  

4. 会社が必要と認めた場合には、労使協定を締結し、フレックスタイム制を実施することが

できる。フレックスタイム制を適用した場合、始業及び終業の時刻は個々の従業員の決

定に委ねるものとする。詳細は、「フレックスタイム制に関する労使協定書」により定

める。 

  

第２０条 （休憩時間）  

1. 会社は、労働時間の途中に１時間の休憩を与える。 

  

第２１条 （時間外及び休日勤務）  

1. 業務の都合により、就業規則の所定労働時間を超え、または前条の所定休日に労働させる

ことがある。この場合、法定労働時間を超える労働または休日における労働について

は、会社にあらかじめ従業員代表と書面による協定を行い、これを所轄の労働基準監督

署に届け出るものとする。  

 

第２２条 （裁量労働制）  

1. 会社は、業務上の必要がある従業員（対象業務に就く者に限る。）について、労使協定を

締結の上、専門業務型裁量労働制を適用し、業務遂行の手段及び時間配分の決定等を、

従業員の裁量に委ね勤務させることがある。  

2. 前項の裁量労働制の対象業務及び対象従業員をはじめ、採用する制度内容は、労使協定に

より定める。 

  

第２３条 （届出）  

1. 時間外労働及び休日出勤をしようとする者はあらかじめ所属長に届出許可をうけなければ

ならない。 

 

第２節 休日・休業、時間外労働  

 



第２４条 (休日)  

1. 従業員の休日は次のとおりとする。  

① 土曜、日曜  

② 国民の祝日  

③ その他、会社が指定した日  

2. 毎週（日曜日から土曜日を１週間とする。）の休日のうち、日曜日を法定休日とする。  

 

第２５条 （業務上の休業）  

1. 会社の都合により、業務の一部または全般にわたり休業する場合は、その期間事由を予告

し、この間は休業手当として平均賃金の 100 分の 60 を支給する。 

  

第２６条 （振替休日）  

1. 会社は、会社行事その他業務上の都合によりやむを得ない場合は、あらかじめ振替休日を

指定して、当初休日とされた日に労働させることがある。あらかじめ振替休日を指定で

きなかったときは、次条の定めるところによる。 

2. 振替休日の指定は、原則として同一週内とするが、これが難しい場合は休日労働日の 14

日前から休日労働日の属する月の翌々月末までの間とする。 

3. 当初休日とされた日に労働する場合、当該日は通常の労働日として、所定労働時間、始

業・終業時刻は、この規則に定めるところによる。 

4. 振替休日は、勤務する休日の前日までに指定するものとする。（ただし、１週１回または

４週間で４日以上の休日を確保できるように振り替えること。） 

5. 原則として、振替休日の再振替は認めない。 

 

第２７条 （代休） 

1. 会社は、振替休日の手続きによらず休日労働させた場合は、当該休日労働の日数分の代休

を与えることがある。 

2. 前項の代休の時間及び日は、無給とする。 

3. 代休は、従業員の申請により付与するものとする。ただし、業務運営に支障が出ないよう

調整を行うことを基本とし、必要に応じて会社と相談の上で取得するものとする。な

お、業務の都合によりやむを得ない場合は、代休の希望日の変更を求めることがある。

また、年次有給休暇の取得日数が５日に満たない者は、代休を申請することはできない

ものとする。 

4. 代休の取得日は、原則として休日労働日の翌日から休日労働日の属する月の翌々月末まで

の間とする。 

 



第２８条 （適用の除外）  

1. 労働基準法第４１条に基づき、以下に該当する者については、労働時間・休憩・休日に関

する規定は適用しない。  

① 管理監督の地位にある役職者  

② 機密の事務を取り扱う者 

 

第３節 休暇・休業  

 

第２９条 （会社が与える休暇等）  

1. 休暇等は、次の通りとする。  

① 年次有給休暇  

② 特別休暇 

(1) 忌引休暇 

(2) 結婚休暇  

(3) 夏季休暇  

(4) 年末年始休暇 

(5) その他特別休暇 

③ その他休暇等  

(1) 生理日の措置 

(2) 産前産後休暇  

(3) 母性健康管理のための休暇等 

(4) 育児時間 

(5) 育児休業 

(6) 子の看護休暇  

(7) 介護休業、介護休暇  

(8) 公民権行使の時間  

上記（2）～（7）の休業・休暇等（時間外労働の制限、深夜業の制限も含む）については、別途

定める「育児介護等規程」による。  

 

第３０条 （年次有給休暇）  

1. 従業員は、年次ごとに所定労働時間の８割以上出勤した場合、次の表のとおり勤続年数に

応じた年次有給休暇を受けることができる。当該年度に新たに付与した年次有給休暇の

全部または一部を取得しなかった場合には、その残日数は翌年度に繰り越される。ただ

し、翌々年度には繰り越さない。  

 



勤続年数  ６カ月  １年６カ月  ２年６カ月  ３年６カ月  ４年６カ月  ５年６カ月  ６年６カ月以上 

日数  １０日  １１日  １２日  １４日  １６日  １８日  ２０日 

 

2. 週所定労働時間が３０時間未満であって、かつ、週所定労働日数が４日以下又は１年間の

所定労働日数が２１６日以下の従業員に対しては、上記によらず、労働基準法に定める

方法で算定した日数を付与する。 

3. 家族の介護その他やむを得ない事情により、所定労働時間の 8 割以上の出勤率を確保する

ことが難しい場合で、労使協議の上、あらかじめ週の勤務日数を定めた従業員について

は、会社が認めた場合に限り、前項に定める方法に基づき算定した日数の年次有給休暇

に代わり、有給の特別休暇を付与する。 

4. 年次有給休暇は、１日又は半日単位で取得できるものとする。取得に当たっては、原則と

して２営業日以上前までに上長に申告することとする。 

5. 従業員の代表者との書面による協定によって各従業員の有する年次有給休暇日数のうち５

日を超える部分については、予め時季を指定して与えることができるものとする。 

6. 年次有給休暇を１０日以上与えられた従業員に対しては、付与から１年以内に、当該労働

者の有する年次有給休暇日数のうち５日について、会社が労働者の意見を聴取し、その

意見を尊重したうえで、あらかじめ時季を指定して取得させる。ただし、労働者が年次

有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数分を５日から控除できるものと

する。  

7. 第１項の出勤率８割以上の計算にあっては、次に掲げる期間は出勤したものとみなす。  

① 業務上のけがや病気による休業期間  

② 生理休暇の日  

③ 育児休業期間  

④ 産前産後の休暇期間 

⑤ 子の看護休暇  

⑥ 介護休業期間 

⑦ 介護休暇  

⑧ 年次有給期間  

⑨ 忌引休暇  

⑩ 結婚休暇  

⑪ 夏季休暇  

⑫ 年末年始休暇 

8. 定年後再雇用した者については、引続き勤務したものとして、第１項を適用する。  

9. 所定労働時間が日によって異なる従業員の有給支給額は、その日に働く予定だった時間分 

の賃金とする。(8 割以上の出勤率が満たしている場合に限り) 

 



第３１条 （忌引休暇）  

1. 従業員が以下の事由に該当し、忌引休暇を申請した場合は、次のとおり休暇を与える。  

① 父母、配偶者又は子が死亡したとき… ５労働日 

② 祖父母、兄弟姉妹、配偶者の父母が死亡したとき… ２労働日  

2. 会社は忌引休暇の付与にあたり、従業員に忌引きであることを証明する書類等を提出させ

ることがある。 

 

第３２条 （結婚休暇）  

1. 従業員本人が結婚するときは、５日を限度として特別休暇を与える。ただし、この休暇は

連続して取得しなければならない。  

2. 結婚休暇は、従業員本人の入籍日を基準とし、入籍日より１年以内に取得しなければなら

ない。  

3. 会社は結婚休暇の付与にあたり、従業員に婚姻を証明する書類等を提出させることがあ

る。 

 

第３３条 （夏季休暇）  

1. 会社は、毎年 6 月 1 日時点に在籍する従業員に対し、6 月 1 日をもって 3 日間の夏

季休暇を付与する。 

2. 会社は、毎年 6 月 2 日から 7 月 1 日までの間に入社し、7 月 1 日時点に在籍する従業

員に対しては、7 月 1 日をもって 2 日間の夏季休暇を付与する。 

3. 会社は、毎年 7 月 2 日から 8 月 1 日までの間に入社し、8 月 1 日時点に在籍する従業

員に対しては、8 月 1 日をもって 1 日間の夏季休暇を付与する。 

4. 前各項における「在籍」とは、休職・休業中の者を含むものとする。 

5. 3 日間の付与を受けた従業員は、同年 7 月 1 日から 9 月 30 日までの間に任意に取得

することができる。 

6. 2 日間の付与を受けた従業員は、同年 8 月 1 日から 9 月 30 日までの間に任意に取得

することができる。 

7. 1 日間の付与を受けた従業員は、同年 9 月 1 日から 9 月 30 日までの間に任意に取得

することができる。 

8. 夏季休暇は連続して取得することも可能とする。ただし、時間単位または半日単位で

の取得は認めない。 

9. 夏季休暇は、各項で定める取得可能期間内に取得されなかった場合は、翌年度以降に

繰り越すことなく消滅する。 

 

第３４条 （年末年始休暇） 

1. 会社は年末年始に年末年始休暇を与える。期間は少なくとも 12 月 31 日から翌年 1 月 3



日までを含み、具体的な日程は毎年会社が定める。 

 

第３５条 （その他特別休暇） 

1. 大学院等での研究活動やその他事業所外での活動が事業への貢献につながると会社が認め

た場合、当該活動を行う日に対し、有給または無給の休暇を付与することがある。 

2. 従業員の特別な事情や会社の業務上の都合により、会社が必要と判断した場合、その他の

有給または無給の休暇を付与することがある。 

 

第３６条 （生理休暇）  

1. 女性従業員で生理日に就業困難な作業に従事する者、または生理日に特に就業が困難な者

が請求した時には、必要な期間生理休暇を与える。ただし、無給とする。また、生理休

暇は人事考課の際に出勤扱いとする。  

 

第３７条 （公民権行使の時間）  

1. 従業員が勤務時間中に選挙権その他公民としての権利を行使し、又は公の職務（裁判員を

含む）を執行するために請求した場合は、それに必要な時間を与える。ただし、会社は

業務の都合により、請求された時刻を変更する場合がある。 

  

第５章 給与・賞与・退職金   

 

第３８条 （給与の定義）  

1. 基本給は、日給月給制とする。 

2. 基本給は、本人の年齢、業務経験、保有資格等を総合的に勘案した上で決定する。  

 

第３９条 （基本給の見直し）  

1. 基本給の改定（増額、減額、現状維持）は、人事考課を経た上で、原則として毎年２回行

う。ただし、会社の業績の著しい低下や社会情勢等、諸般の事情によりやむを得ない事

由のあるときはこの限りではない。  

2. 毎年４月１日（５月２５日支給分）及び 10 月 1 日（１１月２５日支給分）より新しい基

本給を適用する。  

 

第４０条 （賃金の計算期間および支給日）  

1. 給与は、当月１日から起算して当月末日に締め切り、翌月２５日に支給する。ただし、当

日が土曜日・日曜日・祝日に当たるときは、その前日に支給するものとする。 

2. 前項の計算期間の中途で採用された従業員または退職した従業員については、月額の賃金



は当該計算期間の所定労働日数を基準に日割計算して支払う。  

 

第４１条 （控除・割増賃金の計算基礎額）  

1. 控除の場合や、割増賃金の基礎となる１時間あたりの賃金額は下記のとおりとする。  

（基本給＋諸手当）÷ 月平均所定労働日数÷1 日の所定労働時間  

※ただし、諸手当のうち、法定で除外することが認められている手当等は除く。  

2. 役職手当は、月の途中で任用もしくは解任があった場合、在任期間中を支給対象とし、計

算方法は下記のとおりとする。 

役職手当÷その月の所定労働日数×在任日数 

 

第４２条 （有給休暇等の賃金）  

1. 次の各号の一に該当するときは、その期間について賃金を支給する。 

① 年次有給休暇 

② 子の看護休暇 

③ 介護休暇  

④ 忌引休暇  

⑤ 結婚休暇  

⑥ 夏季休暇  

⑦ 年末年始休暇 

⑧ その他会社が有給の特別休暇を与えたとき  

 

第４３条 （支給制限）  

1. 次の各号の一に該当するときは、賃金は支給しない。  

① 出勤停止期間  

② 生理休暇 

③ 産前産後の法定休暇期間  

④ 育児休業の期間  

⑤ 介護休業の期間  

⑥ 休職期間  

⑦ 懲戒解雇日以降 

⑧ その他会社が無給の特別休暇を与えたとき  

 



第４４条 （賃金よりの控除）  

1. 次の各号の一に該当するものは、賃金、その他から控除する。  

① 給与所得税等源泉徴収することを法令で定められた税金  

② 社会保険料、雇用保険料  

③ その他労使協定により控除するものとしたもの  

 

第４５条 （欠勤）  

1. 欠勤に対しては、１日あたりの賃金額を控除する。  

１日あたりの賃金額＝基本給÷１カ月平均所定労働日数（20 日間）  

2. 賃金計算期間の全部を休業した場合は、賃金月額のすべてを支給しないものとする。  

 

第４６条 （遅刻、早退及び私用外出）  

1. 遅刻、早退、私用外出に対しては、１時間あたりの賃金額に当該時間を乗じた額を控除す

るものとする。  

 

第４７条 （時間外・休日労働割増賃金）  

1. 時間外労働及び休日労働に対し、労働基準法３７条に基づき以下の各項を基準に割増賃金

を支給する。  

① 法定外所定時間外割増賃金… 月 60 時間以内：１時間あたりの賃金額の２．５割増 

月 60 時間超 ：１時間あたりの賃金額の５割増 

② 深夜労働割増賃金… 午後１０時～午前５時までの労働に対して１時間あたりの賃金

額の２．５割増  

③ 法定休日労働割増賃金…１時間あたりの賃金額の３．５割増  

 

第４８条 （手当） 

1. 手当については下記の通りに支給する。 

① 役職手当 

(1) 部長補佐手当 

支給額 月 20,000 円 

部の管理業務に従事する者を補佐する者に対して支給する。取締役もしくは取締

役が定めた者の合意のもと支給される。 

(2) 部長手当 

支給額 月 30,000 円 

部の管理業務に従事する者に対して支給する。取締役もしくは取締役が定めた者

の合意のもと支給される。 



(3) 執行役員手当 

支給額 月 40,000 円 

執行役員に選任された者に対して支給する。 

② その他手当 

(1) 社内研修会講師手当 

支給額 1 回につき 1,500 円 

原則月に一度程度開催する、全社員を対象とした一時間程度の社内研修会等で、

取締役もしくは取締役が認めた者が了承した内容について講師を務めた者に対し

支給される。ただし、取締役は除く。 

2. 役職を兼務する場合は、役職手当は重複して支給せず、支給額の高い方を優先して支

給する。 

 

第４９条 （賞与）  

1. 賞与は原則支給しない。ただし、会社及び本人の業績に応じて支給する場合がある。支給

対象者は、６カ月以上会社に在籍し、かつ、支給日に在籍している者とする。 

 

第５０条 （退職金）  

1. 退職金は支給しない。 

  

第６章 人事   

 

第１節 異動、休職及び復職 

  

第５１条 （人事の基本方針）  

1. 従業員の採用、解雇、異動、資格、賞罰の決定は会社がこれを行う。 

2. 従業員は、その性別または社会的身分によって差別的取扱いを受けることはない。  

 

第５２条 （人事異動および出向）  

1. 会社は業務上必要がある場合、従業員に担当業務の変更及び就業場所の変更を命ずること

がある。  

2. 会社は、業務上必要と思われる場合には、他の関連会社や団体に出向を命じることがあ

る。  

3. 第１項、第２項について従業員はこれを拒むことはできない。 

4. 会社は従業員を業務の都合で、従業員の同意を得て、関連会社に転籍を命ずることがあ



る。  

 

第５３条 （休職基準）  

1. 従業員が次の各号の一に該当するときは、原則として休職を命ずる。  

① 業務外の傷病や、家事の都合その他やむを得ない私的事由により、欠勤が引続き１４

日以上に及んだとき  

② 身体上の疾病又は精神上の疾病により、労務提供が不完全となるとき  

③ 出向等、業務上の必要性があって、会社が休職させることを認めたとき  

④ 前各号の他、特別の事情があって会社が休職させることを必要と認めたとき  

 

第５４条 （休職期間）  

1. 前条による休職期間は次のとおりとする。  

① 前条第１号、第２号の場合  

勤続期間１年未満… １カ月  

  勤続期間１年以上５年未満… ２カ月  

  勤続期間５年以上… ３カ月  

② 第３号の場合は、その任期中とする  

③ 第４号の場合は、会社が認めた期間とする 

2. 休職期間は賃金を支給しない。ただし、業務上の都合により出向したときは、別の取扱い

をすることができる。  

3. 休職中、一時出勤しても、1 カ月以内に同じ理由で欠勤するようになった場合は期間の中

断は行わず、休職期間を通算する。  

4. 休職期間を満了しても休職事由が消滅しないときは、満了日をもって自然退職とする。  

5. 休職期間中であっても健康保険料、厚生年金保険料、厚生年金基金保険料は発生するた

め、従業員は会社に対して、指定期限までに本人負担額を支払わなければならない。  

 

第５５条 （休職者の取扱い）  

1. 休職者の休職期間は、出向等、業務上の必要性があって、会社が休職させることを認めた

ときを除き、勤続年数に算入しない。  

2. 休職中の休職事由が消滅した時は、原則として直ちに復職させる。ただし、業務外の傷病

や、家事の都合その他やむを得ない私的事由により、欠勤が引続き１４日以上に及んだ

ときや、身体上の疾病又は精神上の疾病により、労務提供が不完全となるときにより休

職中の従業員が復職を申し出たときは、会社が指定する医師の診断を求めた上で、復職

の当否を決定することができる。  

3. 前項の復職は、原則として、休職前の職場とする。  

4. 私傷病による休職からの復職の場合は、復職可否を判断するため、通勤訓練を行わせるこ



とがある。  

5. 休職開始から３年間は事由を問わず、原則として再度の休職は認めない。  

 

第２節 定年、解雇及び退職  

 

第５６条 （定年）  

1. ６０歳の誕生日が属する月の末日をもって、定年とする。  

2. 前項にかかわらず、定年年齢に達した従業員が希望する場合は、退職日の翌日から満６５

歳（誕生日が属する月の月末）までを限度として、嘱託社員として再雇用する。 

 

第５７条 （自己退職）  

1. 自己の都合により退職しようとする場合は、少なくとも、退職希望日のひと月前までに所

属長を経て退職願を提出し、会社の承認を得なければならない。退職にあたっては、担

当業務を後任者または所属長の指定した者に引継しなければならない。 

  

第５８条 （解雇基準）  

1. 従業員が、次の各号の一に該当するときは、解雇する。 

① 懲戒解雇の処分に処せられたとき  

② 精神または身体の故障により、労務提供が不完全であると認められるとき       

③ 特定の職種、一定の能力を条件として雇入れられた者で、その能力又は適格性が欠け

ると認められるとき  

④ 勤務成績又は業務能率が不良で、会社での就業に適さないと認められるとき  

⑤ やむを得ない事由により事業を縮小・廃止するとき  

⑥ その他、各前号に準ずる程度のやむを得ない理由のあるとき  

2. 解雇するときには、３０日前に予告する。予告しない時は平均賃金の３０日分を支給して

即時解雇する。予告日数が３０日に満たない場合は、その予定日数分の平均賃金を支給

する。この場合、平均賃金の算定を含む手続き等は労働基準法の定めに従う。 

  

第５９条 （退職日）  

1. 退職日は、次の各号により定める。  

① 自己退職の手続きを行った時…退職会社が退職日と認めた日  

② 定年に達した時…定年の条項を参照  

③ 本人が死亡した時…死亡日  

④ 業務上の傷病により休職した時…打ち切り補償が決定した時  

（打ち切り補償をしたとみなされる場合含む）  



⑤ 休職期間が満了しても休職事由が消滅しない時… 期間満了の日  

⑥ 役員に就任した時…就任日の前日  

⑦ 従業員が解雇された時…解雇日  

⑧ 従業員が行方不明となり、３０日以上連絡がとれない時…３０日経過日  

⑨ その他、退職につき労使双方が合意した時…合意により決定した日  

 

第７章 教育   

 

第６０条 （教育）  

1. 従業員は知識、教養、技能、技術、業務、安全衛生に関し、会社が行う教育を受けなけれ

ばならない。 

 

第８章 社会保険   

 

第６１条 （社会保険）  

1. 従業員は採用とともに健康保険、厚生年金保険、雇用保険に加入し、それぞれ所定の負担

金を支払わなければならない。  

 

第９章 災害予防及び災害補償   

 

第６２条 （災害防止教育）  

1. 従業員は安全規則を守り、常に職場の整理整頓に努め、災害の発生を未然に防止するとと

もに、災害防止のために必要な教育を受けなければならない。  

 

第６３条 （非常災害）  

1. 火災その他非常災害の発生、または発生する危険があることを知った時及び物品の紛失、

その他異常を認めたときは、臨機の処置をとるとともに直ちにそのことを関係者に報告

しなければならない。非常災害の発生した場合には、互いに協力して、その損害を最小

限に止めるように努めなければならない。  

 

第６４条 （災害補償）  

1. 災害補償については、厚生年金保険法及び労働者災害補償保険法の定めるところによる。  

 



第１０章 安全及び衛生   

 

第６５条 （健康診断）  

1. 会社は、入社時及び毎年１回以上、定期または必要に応じ、従業員の健康診断を行う。従

業員は正当な理由なくしてこれを拒むことはできない。  

 

第６６条 （就業禁止）  

1. 次の各号の一に該当する者は、就業することはできない。ただし、第４号に掲げる者で、

事業場の認める伝染病予防の処置をしたときはこの限りではない。  

① 精神病者  

② ハンセン病及び病毒伝染の恐れがある結核患者  

③ 法定伝染病患者 

④ 法定伝染病患者に接触した者及びその保菌者  

⑤ その他著しく病毒伝染の危険があって、就業不適当と認められる者  

⑥ 就業すると病気が重くなるおそれがある者  

⑦ 伝染病または重病に罹った者で、健康が十分に回復していない者  

⑧ その他、医師が就業不適当と認めた者。ただし、会社が指定する医師の診断書を必要

とする場合もある  

 

第６７条 （伝染病発生時の措置）  

1. 従業員は、その同居家族、同居人または近隣に法定伝染病患者または保菌者が発生した時

は、直ちに会社に届出て指示を仰がなければならない。  

 

第１１章 懲戒  

  

第６８条 （懲戒）  

1. 会社は、労働者が次条のいずれかに該当する場合は、その情状に応じ、次の区分により懲

戒を行う。なお、懲戒処分を下す前に当該従業員からの弁明機会を与える。懲戒は次の

各号とする。  

① けん責…始末書をとり、将来を戒める。  

② 減給…けん責の上、賃金の一部を減額する。ただし、減給の一回の額は平均賃金の１



日分の半額を、または総額は賃金総額の１０分の１を超えることはない  

③ 出勤停止…けん責の上、相当期間、出勤を停止させる。  

④ 降格…けん責の上、その職級を降格せしめるとともに、賃金の一部を減給する  

⑤ 諭旨解雇…退職願を提出させて退職させる。この処分を受けて１週間以内に退職願を

提出しないときは懲戒解雇とする  

⑥ 懲戒解雇…除外認定を受けた場合は、解雇予告をしないで解雇する  

 

第６９条 （懲戒の基準）  

1. 従業員が次の各号に該当するときは、その軽重により、前条の懲戒処分を適用する。  

① 会社の諸規定に違反したとき  

② 遅刻や無断欠勤など勤務不良、勤務怠慢があったとき 

③ 重要な経歴を偽り採用されたとき、虚偽の届出をおこなったとき  

④ 故意又は過失により、会社に損害を及ぼしたとき  

⑤ 不正な行為を行い、従業員としての体面を汚したとき  

⑥ その他、各号に準ずる程度の不都合な行為があったとき  

 

第７０条 （懲戒解雇又は諭旨解雇）  

1. 次の各号に該当する者は、原則として懲戒解雇に処する。この場合において、行政官庁の

認定を受けたときは、労働基準法第２０条に規定する予告手当は支給しない。  

① 正当な理由なく、無届欠勤が３０日に及んだとき  

② たとえ軽微な非違行為であっても、再三の注意、文章をもっての咎め、指導にかかわ

らず、態度を改めようとする見込がないとき  

③ 脱法ドラック等の危険薬物を所持していることが明らかになったとき  

④ 故意又は重大な過失により、取引先の営業情報を漏えいしたとき  

⑤ 故意又は重大な過失により、個人情報（個人番号を含む）を漏えいしたとき、もしく

は無断で持ち出したとき  

⑥ 故意又は重大な過失により、会社の設備に重大な損害を与えたとき  

⑦ 職務に対して不正な利益を受けたとき  

⑧ 不正な方法で会社から利益を受け、または他人に受けさせようとしたとき 

⑨ 他人のモノを窃取し、または窃取しようとしたとき  

⑩ 禁固以上の刑に処されたとき  

⑪ その他、前号に準ずる程度の不都合な行為があったとき 

  

第７１条 （懲戒解雇までの出勤差止め）  

1. 前条に該当する行為があり、その程度が相当重大な場合はその処分決定まで出勤させない



ことがある。  

 

第１２章 雑 則  

  

第７２条 （著作権の帰属）  

1. 会社の発意に基づき、従業員が業務上作成し、会社名義の下に公表した著作物やプログラ

ム著作物は、職務著作としてその著作権は会社に帰属する。 

2. 従業員は、会社が前項に該当する著作物を利用する際に、著作者人格権を行使しない。 

  

第７３条 （特許、発明、考案等の取扱い） 

1. 従業員が自己の現在または過去における職務に関連して発明、考案をした場合の取り扱い

についての詳細は「職務発明規程」により別に定める。  

 

第７４条 （本規則の改定）  

1. この規則に定める労働条件及び服務規律等は、法律の改正及び経営環境の変化その他の業

務上の必要により、従業員過半数の代表者の意見を聴いて、変更することがある。  

          

附   則 

 

1．この規則は 2021 年 10 月 1 日から施行する。  

2．2023 年 8 月 18 日に第 44 条(1)、第 51 条を変更した。 

3．2024 年 1 月 18 日 第 29 条 8 項を変更した。 

4．2024 年 4 月 1 日 第 51 条（１）1 を変更・2 を追加した。    

5．2025 年 1 月 1 日 第 2 条、第 3 条、第 7 条、第 13 条、第 24 条、新第 26 条、新第 27

条乃至新第 32 条、新第 34 条、新第 35 条、新第 38 条、新第 41 条乃至新第 43 条、新第

47 条、新第 48 条、新第 53 条、新第 55 条、新第 56 条、新第 59 条、新第 70 条、新第

72 条、新第 73 条を変更・追加し、旧第 40 条を削除した。 

６．2025 年 4 月 1 日 第 24 条、第 29 条、第 30 条、第 39 条、第 48 条、第 54 条、附則を

変更した。 

７．2025 年 7 月 1 日 第 41 条、第 45 条、第 48 条を変更した。 

８．2025 年 11 月 1 日 第 33 条、第 41、第 48 条を変更した。なお、第 48 条の変更につ

いては、2025 年 10 月 1 日にさかのぼって適用とする。 

９．2026 年 1 月 1 日 第 30 条、第 42 条、第 43 条、第 48 条を変更した。なお、第 48 条

の変更については、2025 年 12 月 1 日にさかのぼって適用とする。 



10．2026 年 4 月 1 日 第 48 条を変更した。 

 

（付属規程）  

次の諸規程を本則の付属規程とする。  

１ パート・アルバイト社員就業規則  

２ 執行役員規程（雇用型） 

３ 育児介護等規程 

４ リモートワーク規程 

５ 等級・評価規程  

６ ハラスメント防止規程 

７ 日本国内出張旅費規程 

８ 日本国外出張旅費規程 

９ 職務発明規程 

10 自動車利用規程 


